
平成 24 年度 

電子入札コアシステム利用者会議・特別会員会議 

議 事 次 第 
 

 

Ⅰ． 日  時：平成２５年１月２５日（金）1３：３０～15：００ 

Ⅱ． 場  所：日本青年館ホテル ３階 国際ホール 

Ⅲ． 議事次第 

 

１． 開  会 

２． 挨  拶（JACIC 理事） 

３． 議  事 

（１）利用者会議・特別会員会議 合同開催の経緯 

（２）コアシステム事業の状況について 

（３）意見募集について 

（４）暗号アルゴリズム移行スケジュールについて 

（５）その他 

 

４． 閉  会 

 

 －参 考 資 料－ 

参考資料１：平成 23 年度電子入札コアシステム利用者会議（議事概要） 

参考資料２：第 23 回 特別会員会議 議事録 

参考資料３：平成 24 年度電子入札コアシステム利用者会議・特別会員会議参加団体 

参考資料４：電子入札コアシステム開発コンソーシアム会員名簿（平成 24 年度） 

参考資料５：電子入札コアシステム開発コンソーシアム規約 

 

 

 



 



利用者会議・特別会員会議 合同開催の経緯 

 

電子入札コアシステム開発コンソーシアムでは平成 13 年度の発足当初から、電子入札コ

アシステムのユーザー発注機関、システムベンダー等から構成される特別会員会議を開催

してきた。同コンソーシアムは、電子入札コアシステムについて「開発および改良するた

めの仕様並びに運用支援に関する検討を行う」ことを目的としており、特別会員会議は参

加者への情報共有および意見交換、事務局への要望等を行う場として活用されていた。 

一方、平成 22 年度には、行政刷新会議（事業仕訳）の評価結果を踏まえ、利用者である

国、地方公共団体等の発注者および民間企業等の受注者の意見・要望を幅広く拝聴し事業

の改善方針に反映していくため、電子入札コアシステム利用者会議を新たに設置した（別

紙参照）。 

 

これまで利用者会議と特別会員会議は別々に開催し、受注者側に直接関係が無い項目に

ついては特別会員会議の議題としていた。しかしながら、Java のセキュリティ対応や暗号

移行など、受注者側には直接的には関係が無いような項目についても、幅広く情報提供を

行うことにより、事業がより一層、円滑に展開されると考えられる。 

このため、今年度は、利用者会議・特別会員会議を合同で開催することにより、電子入

札コアシステムを支える関係者間において情報共有を図ることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 
H25.1.25 
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（別紙） 

 

１． 電子入札コアシステム特別会員会議 

(1) 会議概要 

電子入札コアシステムの仕様並びに普及等の検討を行うために設置された「電子

入札コアシステム開発コンソーシアム」の活動の一環として、平成 13 年度より開催

されている。会議においては、会員への情報提供、会員相互の意見交換や事務局へ

の要望などが行われている。 

 

(2) 会議参加者 

① 特別会員（国、独立行政法人、地方自治体などの発注機関。直接のユーザーの

みならず、コンソーシアムの目的及び活動に賛同している公共事業等の発注機

関であれば参加可能） 

② 正会員（民間企業：IT ベンダー） 

③ 賛助会員（民間企業：IT ベンダー、コンサルタント、認証局等） 

 

(3) 開催状況  

平成 13 年 7 月 31 日 第 1回特別会員会議 開催 

以降、年 1回から 2回を開催。近年は年１回の開催、昨年度は以下の通り。 

平成 24 年 1 月 20 日 第 23 回特別会員会議 開催 

 

２． 電子入札コアシステム利用者会議 

(1) 会議概要 

平成 22 年 5 月 21 日に実施された。行政刷新会議「事業仕分け」に「電子入札シ

ステムの運営管理」が仕分け対象事業となり、以下の評価を受けた。 

国の関与を強化した上で、実施機関を競争的に決定（競争によるコスト削減を図る）

 

この評価結果を踏まえ、国機関、地方公共団体等の発注者および民間企業等の受

注者の意見・要望を幅広く拝聴するため、電子入札コアシステム利用者会議は設置

された。 

会議においては、意見・要望を踏まえ、事業の改善方針を策定するとともに、そ

の実施状況等を説明している。また、会議の議論を踏まえ、必要に応じて事業の改

善方針の改訂が図られている。 

 

(2) 会議参加者 

1) 事業を利用している発注者（国、独立行政法人、地方自治体など） 

2



2) 事業を利用している受注者（入札参加者）の団体 

3) 理事長が必要と認める学識者等 

 

(3) 開催状況 

平成 22 年 10 月 4 日：電子入札コアシステム利用者会議開催（第１回） 

平成 22 年 12 月 17 日：電子入札コアシステム利用者会議開催（第２回） 

平成 24 年 1 月 20 日：電子入札コアシステム利用者会議開催（第３回） 

 

※ 会議に関する情報は以下の URL にて公開中 

URL：http://www.jacic.or.jp/meeting/denshicore/index.html 

 

3



 

 

コアシステム事業の状況について 

 

１． 普及状況 
平成２５年 1月現在の電子入札コアシステムを採用かつ運用中の団体数は５６１団体

（採用予定を含めると６５９団体）と１年間で３２団体増加した。 

国、都道府県では普及がほぼ終結し、市町村の単独運用や共同利用への参加による増

加となっている。また、いくつかの県では共同利用の検討が進められている。 

 

表１－１ 電子入札コアシステムの普及状況（平成 25 年 1 月 25 日時点） 

機関区分 運用中（昨年同月比） 準備中（昨年同月比） 

中央省庁 ８団体（０） なし 

公社・機構等 １７団体（＋１） なし 

都道府県 ４６団体（＋１） なし 

政令指定都市 １９団体（＋１） なし 

市町村 ４６３団体（＋３０） ９８団体（－１１） 

その他 ８団体（０） なし 

合計 ５６１団体（＋３３） ９８団体（－１１） 

 

２． 平成２４年度の事業活動 
電子入札コアシステム開発コンソーシアムの正会員、賛助会員の協力を得て、以下の

モジュール提供を実施・予定している。 

・ LGPKI 専用クライアントソフトウェア Version 2.0.1 の提供（H24.10 提供済み） 
・ 暗号アルゴリズム移行対応モジュールβ版の提供（平成 25 年度上期提供予定） 
・ LGPKI 専用クライアントソフトウェア Version 2.1 暗号アルゴリズム移行対応

版の検討（平成 25 年度上期提供予定） 
・ 電子入札コアシステム V5.3 の検討（平成 25 年度上期提供予定） 

 

コアシステム保守活動として以下の活動を行った。 

・ 問合せ対応：H23 年度 100 件、H24 年度（1/23 時点）59 件 
・ 会員向け情報提供：技術情報（16 件）、障害情報（9 件）、コアシステム関連情

報（10 件） 
・ JRE リビジョンアップに対する動作確認（6 回） 
・ 地方ブロックユーザ会議：全国 9 ブロックで開催（6 月、7 月） 

資料２ 
H25.1.25 
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３． 事業改善方針の実施状況等 
（１） 電子入札コアシステム事業改善方針（平成 24 年１月 20 日改訂） 

１） コアシステム機能の充実 

強いニーズにかんがみ、検討対象を工事・業務だけでなく物品・役務にまで

拡大し、コアシステム機能の大幅な充実を図る。この際、保守等の料金水準を

引き上げることのないよう留意する。 

 

２） 処理速度等の性能向上 

処理速度遅延の原因、速度改善方法と効果等に関する調査を行い、JAVA 実行

環境の見直し等抜本的な性能改善を検討する。 

 

３） 料金体系等 

ライセンス料、保守料金については、暗号アルゴリズムの危殆化対応、サポ

ートの充実、コアシステム機能の充実等を図りつつ、現行水準の維持に努める

とともに、収支均衡を目指してコスト削減努力を行う。なお、料金の使途及び

収支概要を利用者会議で明示するなど透明性の確保を図る。 

また、Saas 方式が今後主流となることを見越しつつ SLA にも対応し、少額・

少数利用の市町村への導入にも配慮した料金体系の追加検討を行う。 

 

４） ユーザサポート 

サービスセンタの対応の迅速化を目指して体制等の強化を行う。これまで直

接の契約機関を対象に実施していたアンケート調査の範囲を共同利用の市町

村に拡大するなど、より的確なニーズ把握に努める。 

 

５） 情報セキュリティの強化（平成 24 年 1 月新規追加） 

昨今、政府機関や国内企業に対するサイバー攻撃や脆弱性を突く攻撃等が

巧妙かつ高度化している。コアシステムが開発されてから既に 10 年以上が経

過し、情報セキュリティの状況も大きく変化していることから、コアシステ

ムの情報セキュリティの強化・見直しを図る 
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５）情報セキュリティの強化 
情報セキュリティ事案発生時の対応を迅速に行うため、コンソーシアム正会員・

賛助会員とのセキュリティ事案発生時の早期連絡の徹底や情報共有等、体制を強化

した。 
また、JRE６の脆弱性に対する注意喚起をふまえて JRE７対応バージョンの早期

提供を行うこととした。 
 

４． 事業改善方針の修正について 
「４）ユーザサポート」については、措置済みのため事業改善方針より削除する

こととする。 
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（２）事業改善方針の対応状況 
１）コアシステム機能の充実 

コアシステム V6 の提供に伴う物品・役務機能の強化に向け、昨年度に実施したア

ンケート調査の結果等をふまえて要件定義の作成を開始した。 
今後は、平成 27 年度内に予定しているコアシステム V6 の提供に向け検討を継続

しつつ、平成 25 年度内に基本設計を行う。 

 

２）処理速度等の性能向上 

これまでの調査等により、JAVA を別の方式に置き換えるには、システムの約１／

３を作り替えなければならないことから、実現困難と判断した。一方、処理速度の

改善として IC カードへのアクセス方法の変更が有効であることを確認した。また、

今後は、データベース構造の見直しによる処理速度の改善を検証していきたい。い

ずれにおいても、コアシステム構築団体によるシステム更新における費用対効果を

考慮して検討を行う。 
 

３）料金体系等 

電子入札システムは都道府県等への普及は概ね完了し、小規模自治体を残して飽

和状態に近づきつつある。今後、各県において、共同利用が一層進むことが見込ま

れ、現在単独で利用をしていただいている市町村が共同利用に切り替わっていく可

能性は高いものの、料金水準については、現行水準の維持に努めるべく、引き続き

コスト削減に努めて参りたい。 

また、小規模自治体への電子入札システムの普及を目的とした新サービス・料金

体系（１，２年間は低料金で試行的利用が可能な体系等）の検討については、平成

25 年度は、各自治体等へのアンケートによる市場調査を実施し、その結果を踏まえ

て、新しいサービス・料金体系の追加検討を行うこととする。 
 

４）ユーザサポート【措置済み】 

○平成 23 年度の取り組み 
 ・サービスセンタの職員を２名増強 
・JRE のアップデートモジュールの動作確認期間短縮（1 か月→2 週間） 
・アンケート対象の拡大（共同利用参加団体を含めた） 
 

○平成 24 年度の取り組み 
・ JACIC 内にテスト環境の増強を行った。 
・ コアシステムに対する意見募集を行うホームページを新設し、年間を通じて

意見募集を行うこととした。 
・ コアシステムのバージョン毎に対応した OS やミドルウェア等のサポート期

間を明示することで各発注機関におけるシステム有効期間の明確化を図った 
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融
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縄
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市
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町
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岐
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岐
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岡
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築
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岡
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令
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行
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験
含

む
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務
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併
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用
ま

た
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開
発

予
定
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S
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方

式
に
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る

電
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用
を

実
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〔
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は
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及
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村
間

で
の

共
同

利
用

に
参

加
し

て
い

る
政

令
指

定
都

市
を

示
す

（
共

同
利

用
数

に
は

含
ま

れ
て

い
ま

せ
ん

）
共

同
利

用
の

参
加

団
体

数
は

同
県

内
の

公
社

・
企

業
団

を
含

ん
だ

数
値

と
な

っ
て

い
ま

す
。

ま
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ま
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況
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り
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し
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発
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9
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体
）

そ
の

他
市

町
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独
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5
6
1
団

体
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町

川
根

本
町

森
町

静
岡

県
道

路
公

社
大

井
川

広
域

水
道

企
業

団

1
2

愛
知

県
5
4

5
2

4
8

豊
橋

市
岡

崎
市

一
宮

市
瀬

戸
市

半
田

市
春

日
井

市
豊

川
市

津
島

市
碧

南
市

刈
谷

市
豊

田
市

西
尾

市
蒲

郡
市

犬
山

市
常

滑
市

江
南

市
小

牧
市

稲
沢

市
新

城
市

東
海

市

N
0
.

市
町

村
数

道
府

県
内

市
町

村
等

の
5
2
4
団

体
が

利
用

又
は

利
用

予
定

公
共

発
注

機
関

名
参

加
団

体
名

（
予

定
を

含
む

）
 ＊

頻
繁

に
参

画
団

体
が

変
動

す
る

こ
と

承
知

願
い

ま
す

1
2

愛
知

県
5
4

5
2

4
8

豊
橋

市
岡

崎
市

一
宮

市
瀬

戸
市

半
田

市
春

日
井

市
豊

川
市

津
島

市
碧

南
市

刈
谷

市
豊

田
市

西
尾

市
蒲

郡
市

犬
山

市
常

滑
市

江
南

市
小

牧
市

稲
沢

市
新

城
市

東
海

市

（
公

社
、

企
業

団
等

）
(1

0
)

(7
)

大
府

市
知

多
市

知
立

市
尾

張
旭

市
高

浜
市

岩
倉

市
豊

明
市

日
進

市
田

原
市

愛
西

市
清

須
市

北
名

古
屋

市
弥

富
市

み
よ

し
市

あ
ま

市
東

郷
町

長
久

手
市

豊
山

町
大

口
町

扶
桑

町

（
あ

い
ち

電
子

自
治

体
推

進
協

議
会

）
大

治
町

蟹
江

町
飛

島
村

阿
久

比
町

東
浦

町
南

知
多

町
美

浜
町

武
豊

町
幸

田
町

設
楽

町
東

栄
町

豊
根

村

名
古

屋
港

管
理

組
合

名
古

屋
高

速
道

路
公

社
愛

知
県

道
路

公
社

愛
知

県
住

宅
供

給
公

社
財

団
法

人
愛

知
水

と
緑

の
公

社
小

牧
岩

倉
衛

生
組

合
愛

知
中

部
水

道
企

業
団

尾
三

消
防

組
合

海
部

南
部

水
道

企
業

団
北

名
古

屋
水

道
企

業
団

1
3

福
井

県
1
7

1
0

8
敦

賀
市

鯖
江

市
あ

わ
ら

市
越

前
市

坂
井

市
池

田
町

南
越

前
町

美
浜

町
高

浜
町

お
お

い
町

1
4

京
都

府
2
6

9
9

舞
鶴

市
綾

部
市

宇
治

市
向

日
市

長
岡

京
市

八
幡

市
井

手
町

精
華

町
福

知
山

市

（
公

社
、

企
業

団
等

）
(2

)
(2

)
京

都
府

道
路

公
社

京
都

府
住

宅
供

給
公

社

1
5

島
根

県
1
9

8
6

松
江

市
浜

田
市

出
雲

市
益

田
市

雲
南

市
奥

出
雲

町
邑

南
町

吉
賀

町

1
6

広
島

県
2
3

2
2

1
5

呉
市

竹
原

市
三

原
市

尾
道

市
福

山
市

府
中

市
三

次
市

庄
原

市
大

竹
市

東
広

島
市

廿
日

市
市

安
芸

高
田

市
江

田
島

市
府

中
町

海
田

町
熊

野
町

坂
町

安
芸

太
田

町
北

広
島

町
大

崎
上

島
町

世
羅

町
神

石
高

原
町

1
7

徳
島

県
2
4

7
7

鳴
門

市
小

松
島

市
阿

南
市

吉
野

川
市

阿
波

市
美

馬
市

三
好

市

1
8

香
川

県
1
7

3
3

高
松

市
丸

亀
市

善
通

寺
市

1
9

熊
本

県
4
5

9
7

[熊
本

市
]

八
代

市
山

鹿
市

菊
池

市
宇

土
市

上
天

草
市

天
草

市
益

城
町

南
関

町

2
0

大
分

県
1
8

1
8

1
8

大
分

市
別

府
市

中
津

市
日

田
市

佐
伯

市
臼

杵
市

津
久

見
市

竹
田

市
豊

後
高

田
市

杵
築

市
宇

佐
市

豊
後

大
野

市
由

布
市

国
東

市
姫

島
村

日
出

町
九

重
町

玖
珠

町

2
1

宮
崎

県
2
6

2
2

宮
崎

市
都

城
市

2
2

鹿
児

島
県

4
3

4
2

2
6

鹿
児

島
市

鹿
屋

市
枕

崎
市

阿
久

根
市

出
水

市
伊

佐
市

指
宿

市
西

之
表

市
垂

水
市

薩
摩

川
内

市
日

置
市

曽
於

市
霧

島
市

い
ち

き
串

木
野

市
南

さ
つ

ま
市

志
布

志
市

奄
美

市
南

九
州

市
三

島
村

十
島

村

さ
つ

ま
町

長
島

町
姶

良
市

大
崎

町
東

串
良

町
錦

江
町

南
大

隅
町

肝
付

町
中

種
子

町
南

種
子

町
屋

久
島

町
大

和
村

宇
検

村
瀬

戸
内

町
龍

郷
町

徳
之

島
町

天
城

町
伊

仙
町

和
泊

町
知

名
町

与
論

町
喜

界
町

2
3

　
 　

岐
阜

県
市

町
村

共
同

利
用

4
2

3
3

3
2

岐
阜

市
大

垣
市

高
山

市
多

治
見

市
関

市
中

津
川

市
美

濃
市

瑞
浪

市
羽

島
市

恵
那

市
美

濃
加

茂
市

土
岐

市
各

務
原

市
可

児
市

山
県

市
瑞

穂
市

飛
騨

市
本

巣
市

郡
上

市
下

呂
市

海
津

市
岐

南
町

笠
松

町
輪

之
内

町
揖

斐
川

町
大

野
町

池
田

町
北

方
町

坂
祝

町
富

加
町

御
嵩

町
養

老
町

川
辺

町

2
4

　
　

 大
阪

地
域

市
町

村
共

同
利

用
4
3

1
3

1
3

豊
中

市
吹

田
市

高
槻

市
枚

方
市

八
尾

市
寝

屋
川

市
河

内
長

野
市

羽
曳

野
市

東
大

阪
市

茨
木

市
柏

原
市

門
真

市
富

田
林

市

2
5

　
　

 兵
庫

県
電

子
入

札
共

同
運

営
4
1

1
5

1
5

〔
神

戸
市

〕
姫

路
市

尼
崎

市
西

宮
市

芦
屋

市
伊

丹
市

相
生

市
宝

塚
市

川
西

市
三

田
市

篠
山

市
丹

波
市

宍
粟

市
た

つ
の

市
猪

名
川

町

(1
)

(1
)

阪
神

水
道

企
業

団

合
計

1
0
3
2

5
0
6

4
1
5

（
公

社
、

企
業

団
等

）
(1

8
)

(1
2
)

　
　

※
共

同
利

用
数

は
共

同
利

用
に

参
加

表
明

し
て

い
る

団
体

数
で

す
。

共
同

利
用

団
体

は
H

P
他

に
よ

り
独

自
に

調
査

し
た

も
の

で
す

。
　

本
表

で
は

、
試

行
運

用
、

実
証

実
験

を
実

施
し

た
団

体
も

カ
ウ

ン
ト

対
象

と
し

て
い

ま
す

。
　

　
※

市
町

村
全

体
数

に
は

、
全

て
の

都
道

府
県

下
の

政
令

指
定

都
市

を
含

み
ま

す
。

　
　

※
本

表
内

の
（
）
の

数
値

は
市

町
村

以
外

の
共

同
利

用
参

加
団

体
で

す
。

（
外

書
き

）
は

電
子

入
札

の
運

用
を

開
始

し
て

い
る

団
体

で
す

。
　

　
　

　
は

電
子

入
札

の
運

用
を

開
始

し
て

い
る

団
体

で
す

。
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意見募集について 

 
平成 24 年度は JACIC のホームページに意見募集ページを新設し、発注者、応札者を問わ

ず年間を通じて意見・要望等を募ることとした。 
 

１．意見募集ページの概要 
意見募集における記入方法は、記名式による以下のカテゴリを選択し自由形式にて

意見等を記入する。 
・記名式（お名前、団体名、電話番号、メールアドレス）※下線は必須項目 
・項目 
   コアシステムの機能・性能について 
   コアシステムの操作性について 
   認証・セキュリティについて 
   ユーザサポートについて 
   料金について 
   その他 
・内容（250 文字以内とする） 
 

【注意】：コアシステムを利用中の団体における技術的な質問は、コアシステムサービス

センターへお願いします。 
    なお、コアシステムサービスセンターのホームページは契約団体専用となってい

ますので一般の方はご利用できません。 
 

URL：https://www.jacic.or.jp/s/inquiry/core.html 
※JACIC ホームページの「ご意見・お問い合わせ」からもご利用できます。 

 
２．意見募集結果の公表 

今後については、毎年 12 月末時点の結果を利用者会議・特別会員会議にて報告する。 

  

資料３ 
H25.1.25 

11



３．意見募集結果 
平成 24 年度の意見募集ホームページ並びに会議参加申込時の意見要望等を報告する。 
 

・集計対象期間：平成 24 年 12 月 7 日～平成 25 年 1 月 10 日 
・対象：全発注機関及び応札者 
・意見募集方法：ホームページによる項目（カテゴリ）選択式の自由記述 

※発注機関の会議参加申込時の意見等については事務局側で項目分け 
 
１）意見・要望提出者の属性 

分 類 提出者数 

発注者 都道府県 ５ 
政令指定都市 ２ 
市町村 ３ 
地方公社等 １ 
その他 １ 

応札者 ３ 

合計 １５ 
 

２）意見・要望の内容について 
発注者側は、機能・性能に関する要望が大半を占め、受注者側は、操作性に関

する要望が大半を占めていた。 
 

項目 発注者 受注者 

機能・性能について １３ ２ 
操作性について １ １０ 
ユーザサポートについて １ ０ 
料金について １ ０ 
その他 ８ ０ 

合計 ２４ １２ 
 

 提出された意見・要望の詳細は、別紙に示すとおりであるが、大別するとその殆どが速

度向上も含めた機能の向上・追加と、事務局からの情報提供に関する意見・要望に分けら

れる。 
 前者については、頂いた意見・要望を参考とし、意見・要望の数や対応に要する費用等

を考慮しつつ、今後検討して参りたい。 
 後者については、現状のサービスセンターにおいて可能な限り、適切かつ速やかに必要

な情報の提供を行って参りたい。 
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意
見
・
要
望
一
覧
（
発
注
機
関
）

 
カ
テ
ゴ
リ

 
小
区
分

 
概
要

 
件
数

 

機
能
・
性
能
に
つ
い
て

 
機
能
提
供
等

 
 

物
品
役
務
機
能
の
機
能
拡
充
と
改
善
（
工
事
と
同
様
の
運
用
を
可
能
と
す
る
）

 
２

 
業
務
の
総
合
評
価
対
応
し
て
ほ
し

い
 

１
 

総
合
評
価
に
お
け
る
マ
イ
ナ
ス
値

の
利
用
を
可
能
に
し
て
ほ
し
い

 
１

 
開
札
時
の
失
効
確
認
を
廃
止
、
ま

た
は
選
択
式
と
し
て
ほ
し
い

 
１

 
落
札
決
定
時
の
署
名
前
へ
の
戻
す

機
能
を
追
加
し
て
ほ
し
い

 
１

 
未
処
理
案
件
で
通
知
書
を
発
行
せ

ず
に
処
理
を
進
め
る
機
能
が
ほ
し
い

 
１

 
エ
ラ
ー
メ
ッ
セ
ー
ジ
の
英
語
表
記

の
日
本
語
化
を
希
望

 
１

 
業
務
集
中
時
の
処
理
速
度
の
向
上

 
１

 
電
子
く
じ
機
能
の
改
善

 
１

 
情
報
提
供

 
W

in
do

w
s8

の
対
応
予
定
を
教
え
て
ほ
し
い

 
２

 
競
下
げ
方
式
の
対
応
予
定
を
教
え

て
ほ
し
い

 
１

 
操
作
性
に
つ
い
て

 
 

検
索
機
能
等
に
ボ
タ
ン
位
置
等
の
改
善

 
１

 
ユ
ー
ザ
サ
ポ
ー
ト
に
つ
い
て

 
 

ユ
ー
ザ
向
け
情
報
（

H
P
等
）
更
新
時
の
メ
ー
ル
通
知

 
１

 
料
金
に
つ
い
て

 
 

LG
PK

I専
用
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
ソ
フ
ト
の
料
金
の
変
更
の
有
無

 
１

 
そ
の
他

 
情
報
提
供

 
暗
号
移
行
の
作
業
内
容
や
リ
リ
ー
ス
時
期
の
情
報
提
供

 
３

 
V

5.
3
の
リ
リ
ー
ス
時
期
と
仕
様
の
明
示

 
２

 
そ
の
他

 
 

３
 

 
意
見
・
要
望
一
覧
（
応
札
者
）

 
カ
テ
ゴ
リ

 
概
要

 
件
数

 

機
能
・
性
能
に
つ
い
て

 
立
ち
上
げ
時
等
の
速
度
改
善
を
希
望

 
２

 
操
作
性
に
つ
い
て

 
デ
ー
タ
保
存
（

XM
L）

機
能
の
保
存
方
法
や
表
示
方
法
等
、
操
作
性
を
改
善
し
て
ほ
し
い

 
３

 
検
証
機
能
に
お
け
る
複
数
部
局
の
検
索
、
入
札
結
果
の
落
札
業
者
お
よ
び
く
じ
引
き
参
加
者
へ
の
マ
ー
ク
付
け
を
希
望

 
３

 
説
明
要
求
に
お
い
て
前
回
の
検
索
条
件
を
保
持
し
て
ほ
し
い

 
２

 
電
子
入
札
か
ら
説
明
要
求
に
切
り
替
え
る
際
の

PI
N

番
号
入
力

を
省
略
し
て
ほ
し
い

 
１

 
電
子
入
札
で
複
数
の
部
局
の
操
作
を
行
え
る
よ
う
に
し
て
ほ
し
い

 
１

 
 

資
料
３

 
別
紙
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平成 23 年度電子入札コアシステム利用者会議 

 
 

日 時：平成 24 年 1 月 20 日（金）  
    13:30～14:30 
場 所：日本青年館ホテル 
出席者：電子入札コアシステム利用者 

 
 

 
１．議事次第 

 
（１） 開会 
（２） 主催者あいさつ 

財団法人 日本建設情報総合センター 審議役 岩立 忠夫 
（３） 議事 

１） 利用者会議の経緯 
２） 事業改善方針の進捗状況 
３） 利用者の意見の拝聴 
４） 利用者意見募集の結果 
５） まとめ 

（４） 講評 
（５） 閉会 

 
 

注意： 
「利用者からの意見」につきましては、利用者会議終了後（1 月 31 日まで）に

寄せられたご意見も含め掲載しております。 
 
 

参考資料１ 
H25.1.25 
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２．参加状況 
参加機関等の区分 参加機関数 
学識者 １名 
国の機関 ５機関 
都道府県 ３９機関 
政令指定都市 １２機関 
市町村 １９機関 
独立行政法人 ３機関 
株式会社・事業団 ３機関 
業界団体 ５機関 
合計 ８６機関 

 
３．会議概要 
（１） 利用者の意見の拝聴 
 
○ 国の機関 
・ 電子入札システムの競争参加資格者データベースに登録されている社の情報を建設業許可

番号との同一性をもって参加資格の有無を判定している。したがって、登録内容の変更後

のデータベースと IC カードとの内容が一致しなくても、電子入札は利用可能となっている。

そのため、応札者側で利用者情報を変更しなければ、事実と異なる情報で表示され帳票が

作成されるという事象が発生している。本件に関する情報がほしい。 
 

○ 地方公共団体 
・ 現在検討されている SaaS 方の料金体系について伺いたい。 
・ 認証局 IC カードリーダの JAVA バージョン、リビジョンについて、使用者からの問い合わ

せに回答するガイドラインがほしい。 
・ 庁舎内のパソコンは、電子入札以外の JAVA を利用したシステムも使っている。JAVA 環境

の切り替えツールを自前で作成するのではなくコアシステム側から提供してほしい。 
・ 超過額に相当する国際標準対応は今後も続けるのか、また効果があるのか。 
・ 今後のリリース予定時期を明確に示してほしい。 
・ 料金について選択肢を設けるのは賛成だが、複雑な料金体系にならないようにしてほしい。 
・ ボタン配置の悪さや、文字が小さいこと、また、用語がわかりにくいなど操作性が悪いの

で見直しをお願いしたい。 
・ 問合せの多い IC カード設定の簡素化、JAVA 環境の整合、ポップアップブロックの無効化

の対処等は、ヘルプデスクの費用に影響するので改善してほしい。 
・ 認証局の中にはサービス提供の停止を公表している社がある。このような認証局は選定し

ないでほしい。 
 
（２） JACIC 回答 

 
・ 社名変更について、IC カードの更新は認証局が把握した社名と住所が IC カードに格納さ

れている。これを自動的に同期させることは困難である。 
・ SaaS の料金は件数による加算を考えている。詳細が決まり次第紹介する。 
・ 今後の大幅な改良の際は、物品のみではなく工事もあわせて整備していきたい。 
・ 認証局の JAVA については、コアシステムに合わせてもらうように要請している。 
・ 電子入札に関する国際標準は、現在、一段落しているものの継続的に調整が行われており、

大きな改変等が行われないように引き続き情報収集を行う必要があると考えている。 
・ 今後の方針については、本会議資料１－３の方針案を参照いただきたい。 
・ ボタン配置やポップアップブロックといったご意見、ご指摘は組み入れていきたい。 
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・ 認証サービスについては、当初からサービス停止を想定することは困難であり、現在、サ

ービス停止を明示している認証局に対し、利用者に支障が出ないようにお願いしている。 
・ きめ細かな要望を皆様からいただいています。方向性を出して、具体に改善していきたい。 

 
（３） 学識者の講評 

土木工学を学ぶ学生は、入学時から情報システムを日常的に扱う時代になっている。 
電子入札コアシステムの導入団体は１都道府県当り、１０機関程度となる。情報化により

効率化が望まれる中、まだ本システムが普及する余地があると考えられる。政府の事業仕分

けにおいて、本システムの重要性があらためて確認されたため、一層の普及と啓発を進める

必要がある。また、事業仕分けの方針には、コスト削減のための競争性を高めるべきとある。

競争に数社の事業者が参加すると、本システムの標準化や統一化とは逆行するおそれがある

点にも留意してほしい。かつて海外視察で欧米の情報システムを拝見した際、利用者の日常

的な負担を軽減した情報システムを運営している例があった。本システムにおいても日常性

を取り込んだ整備を期待する。 
 
 

【利用者会議終了後（1 月 31 日まで）に寄せられたご意見を以下に掲載します。】 
 

○ 地方公共団体 
・ 地元ベンダが SaaS 事業者としてサービス提供できる仕組・料金体系を設定してほしい 
・ ASP･SaaS のメリット、料金体系、手続き、市町単独及び市町共同活用事例等の具体的な

情報提供をお願いしたい。 
・ 商業登記認証局と民間認証局の仕様を統一するように働き掛けてほしい。 
・ 誰が何時データの生成・変更を行い、そのデータがどのように使われているのか等のデー

タライフサイクルを示したデータフロー図がほしい。 
・ 入札手続きや語句の最適化は、共同利用等において県レベルで行われてきた。今後は全体

最適の範囲を広げる必要があるため、国の関与を強めて主導的に推進してほしい 
・ 最低制限価格を設定する際に、ランダム係数を決定している。コアシステムでも標準の仕

様を示してほしい。 
・ 不自然な価格入力、入札から開札までの時間が長い不適切な開札時刻設定を察知するアラ

ート機能を付けてほしい。 
・ 受注者が導入時に利用できる、ブラウザバージョン表示、JAVA のバージョン表示、JAVA

ポリシー確認、ポップアップ表示、サンプルファイルのダウンロード等、「問題きり分け」

「動作確認」チェックページを提供してほしい。 
・ 市町村下の中小企業（一人親方のような零細含）ではハードルが高い面があるため、受注

者向けにセットアップ用の CD-ROM を配布（販売？）してほしい。（セットアップウィザ

ードでも可） 
・ 新しい OS がリリースされる際のシステム対応を迅速にお願いしたい。 

 
○ 業界団体 
・ 代表者等が変更になった場合などにおいて電子証明書が失効期間を生ずることなく継続し

て利用できるようご配慮してほしい。 
・ IC カードを複数持っている場合、１案件でどれでも使用できるようにしてほしい。 
・ Windows7SP1 と InternetExplorer9 へ早急に対応してほしい。 
・ e-BISC センター(コアシステム)、認証局、発注機関ごとの OS、IE、JAVA のバージョン

の対応状況一覧を整理し、公開してほしい｡ 
・ 発注機関によってブラウザがまちまちであり、多端末化の傾向があるため統一してほしい。 
・ 運用時間が発注機関ごとに異なるので、標準時間を９時から１８時までとしてほしい。 
・ 質問の回答をメール通知されるようにしてほしい。 
・ 質問書の回答を添付ファイルで受領すると、ポップアップブロックされ、再度操作しなけ

24



ればならない。１回操作となるようにしてほしい。１業務チェックの後、初期画面に戻る

検索に時間がかる、改善をしてほしい。 
・ 「調達案件検索」画面に公告日による検索機能を追加してほしい。 
・ 「説明要求」について、案件名称、質問投稿日時、回答日時による検索機能、質問入力期

限が過ぎた案件を検索結果に表示しない機能を追加してほしい｡ 
・ 受付票と締切通知メールの配信の必要性は低い。メール配信の種類の見直しを検討してほ

しい。 
・ 添付ファイルの容量を 3MB に統一してほしい。 
・ 「指名通知到着のお知らせ」メールに､発注者名が記載されていない団体があるので表示す

るようにしてほしい｡ 
・ 入札を辞退しても「落札者決定通知書」を送ってほしい。 
・ 文書ダウンロードシステムにおいて、「追加配布」欄に文書が最初に登録されたときにお知

らせのメールを送ってほしい。 
 

以上 
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電子入札コアシステム開発コンソーシアム 

第 23 回 特別会員会議 議事録 
 

I． 日 時：平成 24 年 1 月 20 日（金） 14：45～15：55 
 
II． 場 所：日本青年館ホテル 3 階 国際ホール 
 
III． 議事次第 
１． 開  会 
２． 挨  拶 
３． 議長選出 
４． 議  事 

（１） 第 22 回特別会員会議議事録の確認 ······························· 資料１ 

（２） コンソーシアムの継続について ·································· 資料２ 

（３） 入札書受付票等の自動発行用サーバ証明書の作成及び更新について··· 資料３ 

（４） コアシステム V5.2 のリリースについて ··························· 資料４ 

（５） 暗号アルゴリズム移行対応状況について ·························· 資料５ 

（６） コアシステムにおける OS ミドルウェアの動作確認について ········· 資料６ 

（７） コアシステムにおける情報セキュリティの考え方について ·········· 資料７ 

５． その他 
（１） 情報提供 ······················································ 資料８ 

６． 全体質疑応答 
７． 閉  会 
 

 

―参考資料― 

参考資料１：第２３回 特別会員会議 参加者 

参考資料２：会員名簿（平成 24 年 1 月 20 日現在） 

 

※ 前回の会議資料は以下の URL にて公開中（会員向け情報）。 

URL：http://www.cals.jacic.or.jp/coreconso/linkpage/link7/tok/tk_top.html 
上記のホームページにある「２．会議資料ダウンロード」からご利用ください。 

また、上記のホームページは会員向けとなっているため一般の方は参照できません。 

 

参考資料２ 
H25.1.25 
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IV． 挨 拶 
会議開催にあたり JACIC、SCOPE を代表して JACIC 岩立審議役より挨拶を行った。 

 
V． 資料説明 
議事に合わせて事務局より資料説明を行った。 

 
VI． 質疑応答 

資料 1～8 の内容について質疑応答が行われた。 
＜資料１、資料２＞：質問等なし 
 
＜資料３：入札書受付票等の自動発行用サーバ証明書の作成及び更新について＞ 
Q1-1．「再度、代替案を提示」と記載されているが、以前にも代替案が提示されている

ということか？（千葉県） 
A1-1．開発当初から購入できない状況が続いていたため、代替案として 5 年前にテス

ト用サーバ証明書を発行している。この代替案に変わる案を今回提示しているた

め再提示としている。（事務局） 
Q1-2．本件は、正会員ベンダー等と共に決定されたものか？（千葉県） 
A1-2．正会員ベンダーが参加する仕様検討 WG において説明し了承を得ており、合わ

せて動作確認も実施していただいている（事務局） 
 
＜資料４：コアシステム V5.2 のリリースについて＞ 
Q2．V5.1 から V5.2 へバージョンアップした場合、サポート対象外となるものはある

のか。（秋田県） 
A2．ソフトウェアベンダーのサポート等、外部的な要因は変わるが、コアシステムの

サポートとして特に変わるところはない。（事務局） 
 
Q3．埼玉県では、時期システムをコアシステム OSS 版での構築を検討している。OSS

の着手状況を教えてほしい？（埼玉県） 
A3．OSS で対応できるかの確認は完了しているものの、今年度内の進捗は 1/4 程度で

あり、残りは来年度となる。進捗を見ながら個別に相談させてほしい（事務局） 
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Q4-1．現在、V5.1 で導入準備を進めており、V5.2 を適用する際、カスタマイズ部は

ベンダーに検証してもらうが、カスタマイズしていない部分はコアのサポート範

囲なので導入時にベンダーの検証は不要と考えてよいか。今回提示されたコアシ

ステムの動作確認方法を適用した場合、動作確認済み以外の環境を利用している

団体又はベンダーに費用負担が降りかかってくると思われる。（静岡県） 
A4-1．V5.1 から V5.2 にバージョンアップし動作しなかった場合、動作確認及び原因

の切り分けはコアシステム側で実施する。ここで、コアシステム側に問題があり

是正が必要な場合は、コアシステム側の費用で行う。切り分けた結果カスタマイ

ズ部の問題である場合はカスタマイズベンダーの費用負担で是正していただくこ

ととなる。（事務局） 
Q4-2．症例が発生した場合は分かるが、適用する際の動作確認費用が問題。（静岡県） 
A4-2．動作確認はどのようなモジュールでも必要となるので動作確認は各団体側でお

願いしたい（事務局） 
 
＜資料５：暗号アルゴリズム移行対応状況について＞ 
Q5．現在利用中である LGPKI の IC カードは、フェーズ２の間は利用可能であり、そ

の期間内に新しい ICカードとクライアントソフトを提供いただきたい更新するも

のと考えてよいか（堺市） 
A5．最終的には LASDEC からアナウンスがあると思うが、現時点の情報ではフェー

ズ２の期間は利用可能と伺っている（事務局） 
 
＜資料６：コアシステムにおける OS ミドルウェアの動作確認について＞ 
Q6．動作確認した環境は、動作補償された環境となるのか、一例となるのか（秋田県） 
A6．確認したものしか動かないというものではない。ただし、OS の差によって Java

のサポートが異なる場合もあり、何かあった場合は事後対応となる。昨今のパッ

チ等の更新頻度を見ても、全ての対応は不可能である。先日の Java の不具合対応

同様にベンダーにパッチの改修を依頼しても期待できない状況であり、コアシス

テム側で回避策を検討することとなる。これらをかんがみ補償とは言えないこと

をご理解いただきたい。また、カスタマイズによる不具合もあるため、コアシス

テムとしての責任範囲は、コアシステム本体への是正パッチや改修となる。なお、

責任範囲を超えるサポートを行わないわけではないので、開発ベンダー等との情

報共有を密に行っていく必要があると考えている（事務局） 
Q7．今後の導入の目安とするため、コアシステムの利用者で実際に動作している環境

を情報共有していただきたい（秋田県） 
A7．各団体の状況により出せない情報もあると思われるので要望として受け止め、ア

ンケートの情報を再確認する等、情報提供を検討したい（事務局） 
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＜資料７：コアシステムにおける情報セキュリティの考え方について＞ 
Q8-1．「業務継続に支障を来たすような問題が Java に発生した場合、現時点では対応

が非常に困難」とは電子入札システムが使えなくなるということか？（広島市） 
A8-1．直ちに使えなくなるわけではないものの、Java に依存するためセキュリティ事

案等の対応が困難になることがあると考えてほしい。ただし、運用管理等をしっ

かり行うことで電子入札システムの利用は継続できる。（事務局） 
Q8-2．その場合は運用による対処が必要な旨のアナウンスがされると考えてよいか（広

島市） 
A8-2．そのようになる。なお、セキュリティポリシー等は各団体で異なるため、各々

においてもセキュリティ情報等を注視してほしい。（事務局） 
 
＜資料８＞：質問等なし 
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平成24年度電子入札コアシステム利用者会議・特別会員会議　参加団体一覧（予定）

区分 機関名 区分 機関名

文部科学省 仙台市

農林水産省 横浜市

国土交通省 川崎市

防衛省 新潟市

最高裁判所 名古屋市

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 京都市

独立行政法人日本原子力研究開発機構 大阪市

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 堺市

独立行政法人都市再生機構 神戸市

学校法人沖縄科学技術大学院大学学園 広島市

日本銀行 福岡市

中日本高速道路株式会社 熊本市

首都高速道路株式会社 岩見沢市

阪神高速道路株式会社 山形市

青森県 郡山市

岩手県 佐野市

宮城県 越谷市

秋田県 柏市

山形県 桑名市

茨城県 南丹市

栃木県 八尾市

群馬県 松山市

埼玉県 佐賀市

千葉県 長崎市

東京都 佐世保市

神奈川県 大田区

新潟県 平塚市

国の機関

公社・機構等

市町村等

参考資料３

H25.1.25

新潟県 平塚市

富山県 岐阜県共同利用運営等協議会

石川県 大阪電子自治体推進協議会

福井県 兵庫県電子自治体推進協議会

山梨県 練馬区社会福祉事業団

長野県 滋賀県土地開発公社

岐阜県 滋賀県住宅供給公社

静岡県 滋賀県道路公社

あいち電子自治体推進協議会 一般社団法人全国測量設計業協会連合会

愛知県 社団法人日本補償コンサルタント協会

三重県 一般社団法人全国建設業協会

滋賀県 建設コンサルタンツ協会

京都府 社団法人日本建設業連合会

大阪府 公益財団法人　日本測量調査技術協会

兵庫県 東芝ソリューション株式会社(正会員）

和歌山県 日本電気株式会社(正会員）

鳥取県 日本ユニシス株式会社(正会員）

広島県 株式会社日立製作所(正会員）

山口県 富士通株式会社(正会員）

徳島県 株式会社ＨＡＲＰ（賛助会員）

愛媛県 株式会社茨城計算センター（賛助会員）

高知県 テクノ・マインド株式会社（賛助会員）

福岡県 株式会社日立システムズ（賛助会員）

佐賀県 日本電子認証株式会社（賛助会員）

長崎県 株式会社建設技術研究所（賛助会員）

大分県 株式会社ダイテック（賛助会員）

宮崎県 株式会社帝国データバンク（賛助会員）

鹿児島県 株式会社エヌ・ティ・ティネオメイト（賛助会員）

沖縄県 東北インフォメーション・システムズ株式会社（賛助会員）

ジャパンネット株式会社（賛助会員）

株式会社鹿児島頭脳センター（賛助会員）

株式会社浜名湖国際頭脳センター（賛助会員）

株式会社ミロク情報サービス

株式会社中電シーティーアイ

都道府県

業界団体

コンソーシアム
会員等
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電子入札コアシステム開発コンソーシアム

１．正会員（計5社）

No. 　正会員名称

1 東芝ソリューション株式会社 No. 　公共発注機関名称

2 日本電気株式会社 1 内閣府沖縄総合事務局

3 日本ユニシス株式会社 2 財務省

4 株式会社日立製作所 3 文部科学省

5 富士通株式会社 4 厚生労働省

5 農林水産省

6 国土交通省

2．賛助会員 （計20社） 7 環境省

No. 　賛助会員名称 8 防衛省

1 株式会社ＨＡＲＰ 9 最高裁判所

2 株式会社ＨＢＡ

3 株式会社ＮＴＴデータ

4 株式会社茨城計算センター

5 株式会社インテック No. 　公共発注機関名称

6 テクノ・マインド株式会社 1 学校法人沖縄科学技術大学院大学学園

7 日本オラクル株式会社 2 独立行政法人国際協力機構

8 株式会社日立システムズ 3 独立行政法人国立印刷局

会　員　名　簿

３．特別会員（計232団体）

(1)中央省庁(9団体)

（2）公社・機構等（23団体）

参考資料４

H25.1.25

8 株式会社日立システムズ 3 独立行政法人国立印刷局

9 三菱電機株式会社 4 独立行政法人宇宙航空研究開発機構

10 日本電子認証株式会社 5 独立行政法人日本原子力研究開発機構

11 株式会社オリエンタルコンサルタンツ 6 独立行政法人森林総合研究所　森林農地整備センター

12 株式会社建設技術研究所 7 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構

13 プライスウォーターハウスクーパース株式会社 8 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

14 株式会社ダイテック 9 独立行政法人水資源機構

15 株式会社帝国データバンク 10 独立行政法人空港周辺整備機構

16 株式会社エヌ・ティ・ティネオメイト 11 独立行政法人都市再生機構

17 東北インフォメーション・システムズ株式会社 12 独立行政法人住宅金融支援機構

18 ジャパンネット株式会社 13 独立行政法人物質・材料研究機構

19 株式会社鹿児島頭脳センター 14 日本銀行

20 株式会社浜名湖国際頭脳センター 15 日本下水道事業団

16 東日本高速道路株式会社

17 中日本高速道路株式会社

18 西日本高速道路株式会社

19 首都高速道路株式会社

20 阪神高速道路株式会社

21 本州四国連絡高速道路株式会社

22 成田国際空港株式会社

23 関西国際空港株式会社

（順不同、敬称略）
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No. 　公共発注機関名称 No. 　公共発注機関名称

1 北海道 1 札幌市

2 青森県 2 仙台市

3 岩手県 3 さいたま市

4 宮城県 4 千葉市

5 秋田県 5 川崎市

6 山形県 6 相模原市

7 福島県 7 横浜市

8 茨城県 8 新潟市

9 栃木県 9 静岡市

10 群馬県 10 浜松市

11 埼玉県 11 名古屋市

12 千葉県 12 京都市

13 東京都 13 大阪市

14 神奈川県 14 堺市

15 新潟県 15 神戸市

16 富山県 16 岡山市

17 石川県 17 広島市

18 福井県 18 北九州市

19 山梨県 19 福岡市

20 長野県 20 熊本市

21 岐阜県

22 静岡県

23 愛知県（あいち電子自治体推進協議会） No. 　公共発注機関名称

24 三重県 1 旭川市

25 滋賀県 2 釧路市

26 京都府 3 岩見沢市

（3）都道府県（47団体） （4）政令指定都市（20団体）

（5）その他市町村等（133団体）

26 京都府 3 岩見沢市

27 大阪府 4 盛岡市

28 兵庫県 5 恵庭市

29 奈良県 6 青森市

30 和歌山県 7 登米市

31 鳥取県 8 秋田市

32 島根県 9 大仙市

33 岡山県 10 山形市

34 広島県 11 福島市

35 山口県 12 会津若松市

36 徳島県 13 郡山市

37 香川県 14 水戸市

38 愛媛県 15 土浦市

39 高知県 16 足利市

40 福岡県 17 栃木市

41 佐賀県 18 佐野市

42 長崎県 19 鹿沼市

43 熊本県 20 日光市

44 大分県 21 小山市

45 宮崎県 22 那須塩原市

46 鹿児島県 23 下野市

47 沖縄県 24 上三川町

25 前橋市

26 高崎市

27 川口市

28 越谷市

（順不同、敬称略）
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No. 　公共発注機関名称 No. 　公共発注機関名称

29 蕨市 82 尼崎市

30 市川市 83 奈良市

31 船橋市 84 　　大和郡山市

32 松戸市 85 五條市

33 成田市 86 生駒市

34 柏市 87 葛城市

35 市原市 88 広陵町

36 八千代市 89 和歌山市

37 大田区 90 鳥取市

38 平塚市 91 松江市

39 藤沢市 92 出雲市

40 小田原市 93 倉敷市

41 厚木市 94 高梁市

42 大和市 95 呉市

43 長岡市 96 福山市

44 村上市 97 府中市

45 富山市 98 東広島市

46 高岡市 99 下関市

47 滑川市 100 宇部市

48 金沢市 101 山口市

49 七尾市 102 徳島市

50 福井市 103 高松市

51 鯖江市 104 松山市

52 甲府市 105 今治市

53 南アルプス市 106 新居浜市

54 北杜市 107 高知市

55 長野市 108 久留米市55 長野市 108 久留米市

56 松本市 109 柳川市

57 沼津市 110 筑後市

58 豊橋市 111 佐賀市

59 岡崎市 112 唐津市

60 蒲郡市 113 長崎市

61 津市 114 佐世保市

62 桑名市 115 諫早市

63 長浜市 116 大村市

64 大津市 117 大分市

65 近江八幡市 118 別府市

66 甲賀市 119 宮崎市

67 東近江市 120 鹿児島市

68 福知山市 121 那覇市

69 舞鶴市 122 岐阜県共同利用運営等協議会

70 宇治市 123 大阪電子自治体推進協議会

71 亀岡市 124 兵庫県電子自治体推進協議会

72 城陽市 125 東京都新都市建設公社

73 京田辺市 126 社会福祉法人練馬区社会福祉事業団

74 京丹後市 127 滋賀県道路公社

75 南丹市 128 滋賀県住宅供給公社

76 京丹波町 129 滋賀県土地開発公社

77 与謝野町 130 京都府住宅供給公社

78 枚方市 131 大阪府住宅供給公社

79 八尾市 132 大阪市建築技術協会

80 東大阪市 133 大阪広域水道企業団

81 姫路市 （順不同、敬称略）
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電子入札コアシステム開発コンソーシアム規約 
 
 

第１章 総 則 
 
（目 的） 
第１条 本コンソーシアムは、国土交通省が平成１３年６月に発表した「CALS/EC 地方展開

アクションプログラム（全国版）」の趣旨に則り、地方公共団体等の公共発注機関への円滑

な電子入札システムの導入を支援するため、一般財団法人日本建設情報総合センター（以下、

「JACIC」という）、財団法人港湾空港建設技術サービスセンター（以下、「SCOPE」と

いう）、IT ベンダーにより共同で、電子入札システムのコア部分を開発および改良するため

の仕様並びに運用支援に関する検討を行うことを目的とする。 
 
（名 称） 
第２条 本コンソーシアムの名称は、「電子入札コアシステム開発コンソーシアム」（以下、

「本コンソーシアム」という）とする。電子入札コアシステムとは、複数の公共発注機関に

適用可能な汎用性の高い電子入札システムの基幹部分及びこれに密接に関連する部分とする。 
 
（事務局） 
第３条 事務局は、本コンソーシアムの運営に係る事務を行うため JACIC 内に設置する。 
 
 

第２章 活 動 
 
（活動内容） 
第４条 国土交通省が平成１３年１０月以降に無償公開した電子入札システムの仕様を基に、

複数の公共発注機関に適用可能な汎用性の高い電子入札コアシステム（以下、「コアシステ

ム」という）を開発および改良するための仕様検討、開発および改良成果の検証並びに運用

支援に関する検討を行う。なお、コアシステムの開発については、本コンソーシアムで検討

した仕様に基づいて、別途 JACIC、SCOPE が行う。 
 
（費 用） 
第５条 本コンソーシアムの設立及び活動に係わる費用は、第１１条の会費、賛助会費をもっ

て賄うものとする。 

参考資料５ 
H25.1.25 
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第３章 会 員 
 
（会 員） 
第６条 本コンソーシアムの目的及び活動に賛同し、公募等による所定の手続きを経て参加し

た公共発注機関、企業を会員とする。 
２ 会員は、正会員、賛助会員、特別会員で構成する。 
 
（正会員） 
第７条 正会員は、本コンソーシアムの目的に賛同し、第４条で定めた活動に対する能力・意

欲を有しているとともに、第１１条で定める会費を負担することができる企業とする。 
２ 正会員は、JACIC、SCOPE が公募等により募集し、これに応募した企業から開発能力及

び開発意欲等を審査して選定する。 
３ 正会員は、統括会議、検討ワーキング・グループの構成員として、コンソーシアムの議論

及び意思決定に参加することができる。また、報告書、マニュアル、実行形式プログラム等

の各種成果物を入手することができる。 
 
（賛助会員） 
第８条 賛助会員は、日本国内の社会基盤整備に関係する建設サービス（情報システムを含む）

事業の実績を３年以上持つ企業のうち、本コンソーシアムの目的に賛同し、第１１条で定め

る会費を負担する企業とする。 
２ 賛助会員は、特別会員会議に参加することができ、また、賛助会員専用のホームページ等

から情報を入手することができる。 
 
（特別会員） 
第９条 特別会員は、本コンソーシアムの目的及び活動に賛同し、JACIC、SCOPE の公募に

応募した公共事業等の発注機関とする。 
２ 特別会員は、本コンソーシアムに対する要望、質問を行うとともに、特別会員専用のホー

ムページ等から情報を入手することができる。また、会長が招集する会議への参加ができる。 
 
（会員の退会・除名） 
第１０条 会員は所定の申し出により退会することができる。 
２ 本コンソーシアムは、統括会議が不適格と認めた会員について除名することができる。 
３ 退会・除名された正会員、賛助会員に対しては、第１１条で定めた会費・賛助会費等は返

還しない。 
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（会費・賛助会費） 

第１１条 正会員の会費は、平成１５年度まで年額３，０００，０００円、平成１６年度以降

年額１，５００，０００円、平成１８年度以降１，０００，０００円とし、定められた期日

までに、定められた方法で支払う。新規加入の正会員は、当該会費を過年度分とあわせて支

払うものとする。 
２ 賛助会員の賛助会費は、年額５０，０００円とし、定められた期日までに、定められた方

法で支払う。 
３ 特別会員は会費を徴収しない。 
 
 

第４章 会議、運営体制 
 
（会 長・副会長・顧問） 
第１２条 本コンソーシアムの会長は JACIC 理事長がその任に当たる。 
２ 会長は本コンソーシアムを代表し、その業務を統轄する。 
３ 本コンソーシアムに副会長を置く。副会長は SCOPE 理事長がその任に当たる。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長がその任に当たることが出来ないときは、その職務を代行

する。 
５ 本コンソーシアムには顧問を置くことができる。顧問は会長が指名する。 
 
（統括会議） 
第１３条 統括会議は会長が召集し、規約の改廃、本コンソーシアムの運営等に関する重要事

項の審議、決定を行う。 
２ 統括会議は、正会員で構成し、半数以上の出席（委任状の提出を含む）によって成立する。 
 
（検討ワーキング・グループ） 
第１４条 検討ワーキング・グループは、JACIC、SCOPE 及び正会員により構成され、コン

ソーシアムの目的を達成するために必要な個別の検討を行う。 
２ 検討ワーキング・グループには、主査、副主査を置くことができる。 
 
（特別会員会議） 
第１５条 特別会員会議は会長が召集し、本コンソーシアムの設立報告、成果報告等を行う。 
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第５章 その他 
 
（会計報告） 
第１６条 事務局は、毎年度の会費に対する収支結果を統括会議に報告しなければならない。 
 
（知的財産権） 
第１７条 会員は、開発成果及び実証実験成果に対する知的財産権を主張することができない。 
 
（情報開示） 
第１８条 会員は、活動過程及び活動結果で得た情報を本コンソーシアム外部へ開示又は発表

する場合、事前に事務局の承認を得なければならない。 
 
（本コンソーシアム終了時の財産の扱い） 
第１９条 本コンソーシアム終了時に財産が残った場合、その処分方法は JACIC、SCOPE が

定め、統括会議の議を経るものとする。 
 
（事業期間・事業年度） 
第２０条 本コンソーシアムの事業期間は、2001 年 7 月から 2010 年 3 月までの予定とする。

なお、事業期間については２ヶ年毎に見直すこととする。 
２ 事業年度は、初年度を 2001 年 7 月から 2002 年 3 月末、第 2 事業年度を 2002 年 4 月から

2003 年 3 月末、第 3 事業年度を 2003 年 4 月から 2004 年 3 月末、第 4 事業年度を 2004 年

4 月から 2005 年 3 月末、第 5 事業年度を 2005 年 4 月から 2006 年 3 月末、第 6 事業年度を

2006 年 4 月から 2007 年 3 月末、第 7 事業年度を 2007 年 4 月から 2008 年 3 月末、第 8 事

業年度を 2008年 4月から 2009年 3月末、第 9事業年度を 2009年 4月から 2010年 3月末、

第 10 事業年度を 2010 年 4 月から 2011 年 3 月末、第 11 事業年度を 2011 年 4 月から 2012
年 3 月末、第 12 事業年度を 2012 年 4 月から 2013 年 3 月末、第 13 事業年度を 2013 年 4
月から 2014 年 3 月末までの予定とする。 

 
（この規約にない事項の扱い） 
第２１条 この規約にない事項の扱いは、必要により統括会議で決定する。 

 
附則  この規程は、平成１３年７月１８日から適用する。 
附則 （平成１６年４月１日）この規程は、平成１６年４月１日から適用する。 
附則 （平成１８年４月１日）この規程は、平成１８年４月１日から適用する。 
附則 （平成２０年４月１日）この規程は、平成２０年４月１日から適用する。 
附則 （平成２２年４月１日）この規程は、平成２２年４月１日から適用する。 
附則 （平成２４年４月１日）この規程は、平成２４年４月１日から適用する。 
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